参加様式第１号

令和８年度南国市移住促進デジタルプロモーション事業委託
公募型プロポーザルに係る参加申込書

令和８年　　月　　日

　南国市長　様

	所在地
	

	事業者名
	

	代表者名
	
	印

	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	メール
	



令和８年度南国市移住促進デジタルプロモーション事業委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、南国市移住促進デジタルプロモーション事業委託に関するプロポーザルへの参加を申し込みます。
また、同要領に定められた参加資格の要件を全て満たすことを誓約します。




参加様式第２号（１／２頁）

事業者概要・業務経歴書
	事業者名
	

	代表者名
	

	本社所在地
	

	電話・ＦＡＸ番号
	電話：　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

	設立年月日
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	前年度売上額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年度）

	従業員数
	　　　　　　　　　　　人（令和８年　　月　　日現在）

	事業概要
	

	同種、類似する事業の実績
※過去３年度以内
	※各実績について、業務名、契約金額、履行期間、業務概要、発注機関名、特筆（ＰＲ）すべき事項を記載すること。（最大３つの実績まで。記載は、この枠及び次頁の記載枠に収めること。）





参加様式第２号（２／２頁）
	同種、類似する事業の実績
※過去３年度以内
	





参加様式第３号

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

私は、自己又は自社の役員等が、裏面に掲げる事項のいずれかに該当する者ではないことを誓約します。
　また、下記役員等名簿に記載した者が裏面に掲げる事項に該当する者ではないことを、警察署に照会することを承諾します。

令和　　年　　月　　日

南国市長　様

所在地（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名・商号・名称等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　職名　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
（契約書　使用印）

記
役員等名簿
	職名
	フリガナ
	生年月日
	性別
	住所

	
	氏名
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※別紙記入方法を参考に記載すること。
	(1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等（法第２条第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。）を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し、資金武器等の供給を行う等暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。）をいう。以下同じ。）であるとき。
(2)　その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力団員等であるとき。
(3)　暴力団又は暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。
(4)　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。
(5)　暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。
(6)　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。
(7)　業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者であることを知りながら、これを利用したとき。
(8)　その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。
(9)　その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。


【備考】
　氏名、生年月日等、誓約書に記載されたすべての個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に基づき取り扱うものとし、南国市が南国市の事業及び事務における暴力団の排除に関する協定書に基づき実施する照会以外の目的には使用しません。また、南国市がこれらの情報をもとに警察署から取得した個人情報についても同様に取り扱います。


記入方法

役員等名簿には、次に該当する者を記載してください。なお、氏名は正確な（旧字等）字体で記載してください。
(1)　株式会社、有限会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表取締役を含む。）
(2)　合名会社又は合同会社については、社員
(3)　合資会社については、無限責任社員
(4)　社団法人又は財団法人については、理事
(5)　法人については、(1)から(4)までに掲げる者のほか経営もしくは運営に実質的に関与している者
(6)　法人格を有しない団体者については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者
(7)　次に該当する場合は、(1)から(6)に掲げる者のほか、次の者
①支配人を置く場合は、支配人
②南国市と取引において、支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長又は営業所長その他の者
③南国市に事業所がある場合で、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるか、また、契約事務の委任等を受けた者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（当該者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）
(8)　当該法人が会社更生手続き又は民事再生手続き中である場合は、(1)から(7)までに掲げる者のほか、管財人
